
 

 

○石油製品輸送等補助金交付規程 

石油製品輸送等補助金交付規程 

令和４年３月31日制定     

令和６年３月29日一部改正 

令和７年３月５日一部改正 

石油製品輸送等補助金交付規程を次のように定める。 

石油製品輸送等補助金交付規程 

（趣旨） 

第１条 知事は、沖縄島から離島（沖縄振興特別措置法施行令（平成14年政令第102号）第１条の規定

により定められた島をいう。）へ輸送される石油製品について、本島並みの価格の安定と円滑な供

給を図るため、石油製品の販売事業者、輸送業者等（以下「補助事業者」という。）の当該輸送等

に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、沖縄県補

助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号）に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。 

（定義） 

第２条 この規程において「石油製品」とは、揮発油、灯油（ジェット燃料を除く。）、軽油及びＡ

重油をいう。 

（補助金の対象経費） 

第３条 補助金の対象経費は、石油製品の輸送等に要する海上運賃その他知事が認める経費とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、石油製品輸送等補助金交付申請書（第

１号様式）を毎年４月30日までに知事に提出しなければならない。ただし、知事が特に必要と認め

るときは、その申請時期を変更することができる。 

（補助金の交付決定） 

第５条 知事は、前条の申請書を審査し、適当と認めるときは、速やかに補助金の交付決定を行い、

その旨を当該申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、石油製品輸送等補助事業取

下申請書（第２号様式）を補助金の交付決定の通知を受けた日から起算して20日を経過する日まで

に知事に提出しなければならない。 

（補助金の概算払） 

第７条 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、石油製品輸送等補助金概算払申請

書（第３号様式）及び概算払請求書（第３号様式の２）を知事に提出しなければならない。 

（事業計画の変更申請） 

第８条 補助事業者は、補助事業の内容及び経費の変更をしようとするときは、石油製品輸送等補助

事業計画変更承認申請書（第４号様式）を知事に提出して事前にその承認を受けなければならない。 

（遂行状況報告） 

第９条 補助事業者は、知事が必要と認めて指示したときは、石油製品輸送等補助事業遂行状況報告

書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

（実績報告及び補助金の精算払） 

第10条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、

その日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付決定のあった年度の翌年度の４月15日のい

ずれか早い期日までに石油製品輸送等補助事業実績報告書（第６号様式）を知事に提出しなければ

ならない。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、直ちに精算払請求書（第６号様式の２）

を知事に提出しなければならない。 

（補助金の経理区分等） 

第11条 補助事業者は、補助金に係る経理について、他の経理と明確に区分した帳簿を備え、その収



支の状況を明らかにしなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び補助金に係る証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業

完了の年度以降５年間保存しなければならない。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第12条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、石油製品輸送等補助事業

中止（廃止）承認申請書（第７号様式）を知事に提出し、事前にその承認を受けなければならない。 

（石油製品の小売価格の報告） 

第13条 補助事業者は、別に定めるところにより、石油製品の小売価格について、石油製品小売価格

報告書（第８号様式）を知事に提出しなければならない。 

（掲示） 

第14条 補助事業者は、知事が別に定めるところにより、補助事業の目的及び補助効果に係る事項を、

石油製品の販売を行う営業所に掲示しなければならない。 

（石油製品の値引相当額の報告） 

第15条 補助事業者は、各四半期ごとに、石油製品の値引相当額として、油種ごとの１リットル当た

り補助額について、知事が定める日までに石油製品値引相当額報告書（第９号様式）を知事に提出

しなければならない。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金から適用する。ただし、

石油製品輸送等補助金交付規程（令和２年３月31日制定）に基づき同日前に交付決定のあった補助

金については、なお従前の例による。 

（この規程の失効） 

２ この規程は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに交付決定のあった補

助金については、同日後もなおその効力を有する。 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度予算に係る補助金から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

この規程は、令和７年３月５日から施行する。 
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